
平成29年度山形県主任介護支援専門員研修実施要綱
１　目　　的
介護保険サービスや他の保健・医療・福祉サービスを提供する者との連絡調整、他の介護支援専門員に対する助言・指導などケアマネジメントが適切かつ円滑に提供されるために必要な業務に関する知識及び技術を修得するとともに、地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づくりを実践できる主任介護支援専門員の養成を図ることを目的とする。
２　研修実施主体　　山形県
研修実施機関　　一般社団法人山形県介護支援専門員協会（山形県より委託）
３　対 象 者　　
　　介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する介護支援専門員とする。
具体的には、主任介護支援専門員としての役割を果たすことができる者を養成する観点から、居宅サービス計画等の提出により、内容を確認し、利用者の自立支援に資するケアマネジメントが実践できていると認められる者のうち、以下の①から④のいずれかに該当し、かつ、「介護支援専門員専門研修実施要綱」に基づく専門研修課程Ⅰ及び専門研修課程Ⅱ又は「介護支援専門員更新研修実施要綱」の3の（3）に基づく実務経験者に対する介護支援専門員更新研修を修了した者とする。
1  専任（※１）の介護支援専門員として従事した期間（※２）が通算して5年（60ヶ月）以上である者（ただし、管理者との兼務は期間として算定できるものとする。）
② 「ケアマネジメントリーダー活動等支援事業の実施及び推進について」(平成14年4月24日老発第０４２４００３号厚生労働省老健局長通知）に基づくケアマネジメントリーダー養成研修を修了した者又は日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャーであって、専任の介護支援専門員として従事した期間（※２）が通算して3年（36ヶ月）以上である者（ただし、管理者との兼務は期間として算定できるものとする。）
2  施行規則第１４０条の６６第１号イの（３）に規定する主任介護支援専門員に準ずる者（※３）として、現に地域包括支援センターに配置されている者
④ 介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者であり、都道府県が適当と認める者
≪※１～３の定義等≫
※１　「専任」とは、常勤専従として平成29年5月31日の申し込み時点で業務に従事しているもの。
※２　「従事した期間」は、現所属のみの期間ではなく、介護支援専門員として実務に携わった期間全体とする。ただし、病気休業、産休及び育児休暇等の期間は、従事した期間として認めない。また、従事した期間として算定できるのは①～⑦の事業所において、介護支援専門員として就労（サービス計画の作成業務は必須）している期間とする。

①居宅介護支援事業所
②特定施設入居者生活介護に係る居宅サービス事業所
③小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護に係る地域密着型サービス事業所

④介護保険施設

⑤介護予防特定施設入居者生活介護に係る介護予防サービス事業所
⑥介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護予防サービス事業所

⑦介護予防支援事業所、地域包括支援センター
※３　「主任介護支援専門員に準ずる者」とは、ケアマネジメントリーダー研修を修了し、介護支援専門員としての実務経験を有するもので、かつ、介護支援専門員の相談対応や地域の介護支援専門員への支援等に関する知識及び能力を有している者である。（平成18年10月18日老計発第1018001号厚生労働省老健局計画課長通知「地域包括支援センターの設置運営について」）
４　募集定員　８０名

５　申込方法　
別紙　
①　様式１（受講申込書）
②　様式２（実務経験証明書）

※　地域包括支援センター用　又は　事業所用
③　様式３-1　３-２　（自立支援を包含する担当事例）

　　　※添付書類　利用者・家族・サービス事業所など個人情報に関する部分については記号化する等配慮した上で提出すること。
・居宅介護支援等の場合－居宅サービス計画書　第1表から第5表（直近のもの）
・施設等の場合－施設サービス計画書第１表から第３表又は第１表・第2表、第４表及び第5表から第６表
・介護予防支援等の場合－上記計画書に準ずるもの（基本情報、基本チェックリスト、介護予防サービス・支援計画書、介護予防支援経過記録（サービス担当者会議要点の記録を含む）、介護予防サービス評価表）
　　　
予防・地域密着にあっては上記に準ずるもの
④　様式４-１、４-２-①②③④⑤⑥⑦⑧⑨　（研修記録シート）

⑤　専門（更新）研修課程Ⅰ及びⅡの修了証書の写し（直近のもの）
⑥　介護支援専門員証の写し
以上を添えて、5月31日(水)【必着】までに郵送で申し込むものとする。封筒には朱字で「主任介護支援専門員研修申込書在中」と記入すること。不足している様式がある場合は、一般社団法人山形県介護支援専門員協会ホームページからダウンロードして使用すること。
ＦＡＸでの申込みは受付けない。申込期日を過ぎた場合は受理できない。申込書類の不備がある場合は受付できない。申し込みの時に必要書類の確認を行うこと。
なお、様式２実務経験証明書に係る証明者は地域包括支援センターの場合は市町村長、事業所の場合は法人の代表者とし、いずれも市町村長印・法人代表者印の押印が必要であること。押印のないものは受付できない。
※　「受講申込書」及び「実務経験証明書」により対象者要件の確認ができない場合は、受講を認めない場合があるので、受講申込者は記入漏れのないことを必ず確認すること。
６　受講決定
受講の可否については、受講要件の確認と利用者の自立支援に資するケアマネジメントが実践できていると認められた者に係るサービス計画書の提出及び課題に対するレポート等により審査の上6月27日（火）までに、勤務先宛に通知する予定である。（上記期日までに通知がない場合は必ず14の問合せ先に連絡のこと。）

　　　
7　経　　費
　　受講料は山形県手数料条例に基づき　37,000円　とし、受講決定通知の際併せて送付する所定の用紙に、山形県収入証紙を過不足なく貼付の上、研修初日の受付時に提出すること。いったん納入された手数料は返還しない。
　　
８　研修科目及び日時･会場

　　　別紙のとおりであるが、都合により変更する場合がある。

　　　
９　研修当日に持参する物
テキスト、研修記録シート、講師の指示による課題や事例の他、必要がある場合、別途通知する。研修記録シートは、研修受講までの間に自分の気づいたことを記録するため自分の控えをとること。
10　遅刻、欠席の取り扱い

　　　研修課程は70時間すべてを履修する必要があり、遅刻、早退、一定時間の離席、欠席は認めない。特別な事情がある場合は、必ず協会事務局へ連絡すること。
11　テキスト、課題・事例などの提出について
（1）テキスト

　　　研修受講にあたっては、下記の指定されたテキストを必携とする。購入する場合は受講決定
通知に同封する申込書にて当協会事務局あてに申し込みをすること。購入をせず、持参するこ
とが可能な場合もその旨を一般社団法人山形県介護支援専門員協会に連絡すること。
　　指定テキスト　中央法規『介護支援専門員現任研修テキスト第3巻　主任介護支援専門員研修』

　　　　　　価格4,000円（税別）

　　　研修時にはテキストを必ず持参すること。事務局に予備の準備をしていため、持参しない場
合の研修修得上の不利益に対しても、主催者は責任を負わない。

　
　（2）講師による課題・事例の提出について
　　　受講決定通知時に別途通知する。
12　修了認定　　

研修の全課程を受講し、研修審査委員会により可とされた者を修了者と認め、修了証書を発行する。

13　個人情報の取り扱い
研修で使用する事例の提出を求められた場合は、個人情報に配慮した上で提出すること。提出事例における個人情報の漏えいなどは受講者の責務に帰す。

研修申し込みで取得した受講者の個人情報の取り扱いについては、本研修並びに一般社団法人山形県介護支援専門員協会の事業運営に関すること、山形県への報告、照会以外は使用しない。
14　申し込み、問い合せ先　

　　　〒990-0021　山形市小白川町２-３-３１　　山形県総合社会福祉センター　内

　　　　　　　一般社団法人　山形県介護支援専門員協会　　

問合せ　TEL 023-633-1098 FAX023-615-6521事務局　柴崎・小林

　　　問い合せ時間　平日9：30～16：00
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

